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目標は「感染制御の文化を創る」
やれることを一つずつコツコツと
感染制御の使命は、病院施設内における感染症の発症を予防し、職員の健康管理
を行い、患者に安全・安心な医療を提供することである。そのためには、院内の環境
整備、感染伝播を防ぐ手指消毒、適切な抗菌薬選択を実践することが求められる。
大阪市立大学医学部附属病院感染制御部教授の掛屋弘氏は、院内に「感染制御の
文化を創る」ことを目標として掲げ、すべての病院スタッフが感染対策の重要性を
理解し、日常行動の中に感染制御の基本を身に付け、実践することを目指して活動
している。大阪市立大学病院感染制御部の実際の活動についてうかがった。

染症レジデントマニュアル』を参照しつつ答えていく。最後

に、報告された症例に対する今後の治療計画や抗菌薬の

選択に関する詳細な検討が行われ、その日にラウンドを実

施する患者が選ばれた。

　掛屋氏は「原因菌によっては抗菌薬を長期間使用すべ

き患者さんもいる。画一的に介入するのではなく、一人ひ

とりの患者さんについて吟味することがカンファレンスの目

的」と話す。また、感染制御部による抗菌薬の適正使用推

進（AST）の構成メンバーとしてICNが参加している点につ

いて「ICNが抗菌薬治療を理解し、医師とは異なる視点か

ら抗菌薬適正使用についても参画することが重要と考えて

いる」と掛屋氏は説明する。

　カンファレンス後は、医師、薬剤師、臨床検査技師、看護

師が10階西病棟と7階東病棟で「抗菌薬ラウンド」を行った。

　大阪市立大学医学部附属病院の外来診療科数は32、病

床数は約980床、1日平均外来患者数は2000人を超え、大

阪市内唯一の大学病院として、最先端の医学・医療を提

供し続けてきた。同病院の感染対策を担う感染制御部のメ

ンバーは、専従医師3名（ICD2名）、専従看護師（ICN）2名、

専任薬剤師1名、専従臨床検査技師1名の計7名である。

　感染制御部は、2013年4月の掛屋氏の赴任を機に、国

公立大学病院の中で最後に開設された。発足当初から

耐性菌のアウトブレイクに直面し、手指消毒の習慣や抗菌

薬の使用状況、院内環境などを見た掛屋氏は、感染対策の

“文化”が未熟であることを実感したという。そこで掛屋氏は

「感染制御の文化を創る」との目標を掲げ、大学院の臨床

感染制御学教室のホームページでも大きく謳っている。

4職種がそれぞれの専門性を発揮
主治医の意見を尊重することが大切
　感染制御部では毎週火曜日の午後に「抗菌薬ラウンド」を

行っている。対象となるのは「2週以上の同一抗微生物薬使

用患者」「1週以上の広域抗菌薬使用患者」である。培養結

果をチェックし、薬剤変更が可能か判断し、必要例にラウンド

を行う。また、血液培養陽性例には全例介入する。

　ラウンド前には、ICTの医師、薬剤師、臨床検査技師、

看護師の4職種が感染制御部の会議室に集まり、カンファ

レンスを行う。この日のカンファレンスでは、まず研修医が

電子カルテの情報に基づいて、対象患者の病状および治

療経過、抗菌薬の使用状況について報告した。次いで感

染制御部講師の山田康一氏から、抗菌薬の選択・使用量・

投与期間に関する質問があり、研修医とICNが手元の『感

▶▶▶▶▶▶▶▶▶大阪市立大学医学部附属病院感染制御部

感染制御部教授の掛屋弘氏
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（CRE）等の特に気をつけるべき耐性菌」の2段階に分け

ている。さらに院内環境の汚染を防ぐために、患者を個室

に隔離するだけでなく、次に述べるように、職員への教育、

接触感染対策、清掃の徹底などの対策を強化している。

ハードウエアとシステムの構築に力
電子カルテで抗菌薬の使用理由を確認
　2本目の柱である「院内の環境整備」では、現場の看護

師だけでなく、病院幹部、事務部門、清掃業者に対しても、

清潔な院内環境を保つ努力を求めている。掛屋氏は「『気

をつける』『注意する』といった個人の努力に頼る精神論は

最終手段。まず、病原体の伝播防止に有効なハードウエ

アやシステム構築が最も大事。そのためには、予算が必要

であり、病院幹部の理解と協力が不可欠」と話す。

　また、年間スケジュールに基づき、毎週水曜日に環境ラ

ウンドを実施している。環境ラウンドを通じて、汚物室の

蛇口を自動水栓型へ付け替えるなどハード面の整備と、

手指消毒、点滴調製台の整理、退院後のベッド周囲清掃

（Terminal Cleaning）などソフト面の指導を行い、清潔な

院内の環境を整備してきた。

ナースステーションで電子カルテを見ながら、主治医とICTメ

ンバーが、治療経過、抗菌薬の選択・使用量・投与期間に

ついて、それぞれの専門的立場から意見を述べ、今後の治

療計画について協議した。主治医と意見が異なる場合には、

対象となる患者の血液培養等の情報提供を行った上で、後

日に改めて主治医との協議を行う。「主治医の意見を尊重

し、アドバイスを押し付けず、良好な人間関係を構築すること

が、抗菌薬ラウンドの成功のポイント」と掛屋氏は語る。

院内感染対策は3つの柱で推進
海外渡航歴の有無の確認は必須に
　同病院の院内感染対策は、「徹底した感染制御」「院

内の環境整備」「適正な抗菌薬使用」の三本柱で行われ

ている。

　「徹底した感染制御」では、「特に看護師、医師、看護

助手の標準予防策の遵守が重要だ」と掛屋氏は強調す

る。わが国でも多剤耐性緑膿菌（MDRP）、多剤耐性アシ

ネトバクター（MDRA）等のアウトブレイクの事例が報告さ

れており、それらの耐性菌の一部は海外から持ち込まれた

ものであることから、「感染症のグローバル化が進んだ現

代では、日常診療で患者さんの海外渡航歴の有無を確認

するのは必須になった」（掛屋氏）。

　西日本最大の都市である大阪は、結核等の人口過密に

起因する感染症や、関西国際空港に近接していることによ

る輸入感染症の脅威に曝されている。実際、同病院では

2016年8月に海外から持ち込まれた麻しん（はしか）の院内

感染が起きている（8ページ囲み記事参照）。

　多剤耐性菌感染患者が入院した場合は、薬剤耐性菌

のリスクに応じて、感染対策の警戒レベルを「MRSA、

2剤耐性緑膿菌、ESBL等の一般的な薬剤耐性菌」か

「MDRP、MDRA、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌

ICNも『感染症レジデントマニュアル』を持参しカンファレンスに参加

病棟において主治医とICTメンバーが今後の治療計画について協議

「抗菌薬ラウンド」前のカンファレンス風景
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　3つ目の「適正な抗菌薬使用」の活動は、抗菌薬の使用

による副作用や耐性菌の出現を最小限にし、患者の最善の

アウトカムにつながる薬物療法の提供を目的としている。感

染制御部では、毎朝、血液培養の結果や耐性菌の検出状

況、抗菌薬と抗真菌薬の使用状況をチェックし、場合によっ

ては主治医に患者の様子などを確認する。また、感染症コ

ンサルトは24時間365日行っており、院内に感染制御部の

スタッフの携帯番号が記載されたポスターを配布し、電話一

本で主治医の相談に対応する体制を敷いている。 

　2015年1月からは、広域抗菌薬と抗MRSA薬の届出を電

子カルテ上で行えるようになった。これは、抗菌薬の種類と、

薬剤ごとに「重症肺炎の初期治療のため」「他剤が無効のた

め」といった使用理由（各薬剤の感染症治療における位置

づけ）の選択肢が画面に表示され、主治医が該当箇所をク

リックする仕組みだ。感染制御部ではその届出に対して、微

生物検査の提出やTDMの実施を促し、最大量の抗菌薬投

与やDe-escalationの推奨、長期使用例への介入の予告な

どを行う。ただし、「AST活動は抗菌薬の使用を制限する

ものではなく、感染症を正確に診断し、患者さんの予後の改

善と耐性菌の蔓延を防ぐことが目的」と掛屋氏は説明する。

見えてきた感染制御のアウトカム
卒前教育や地域連携にも注力
　開設以来の感染制御部の積極的な取り組みにより、院

内では「感染制御の文化」が着実に根付きつつあるという。

実際、感染制御部開設以前に比べ、狭域抗菌薬の使用量

が増えており、1患者当たりの手指消毒回数も増えた。ま

た、緑膿菌の感受性（図1）やMRSA菌血症およびカンジ

ダ菌血症患者の予後も改善している（図2）。

　卒前教育にも力を入れている。将来の感染症専門医を

育てることを目標に、2014年7月から医学部5年生を対象

に週1回、ILOHA（Infection Lecture at OCU Hospital 

＆ Affiliates）という感染症の勉強会を、細菌学教室教授

の金子幸弘氏と共同で開催している。また、卒後教育とし

て「研修医のための感染症予備校」も定期開催している。

　一方、地域の医療機関との連携活動として、感染対策

窓口を開設するとともに、感染制御に関する勉強会や、感

染防止対策加算2の施設への訪問ラウンドを行っている。

掛屋氏は「一度にやれることは一つだけ。小さなことをコツ

コツと積み重ねていく」と今後も地道な取り組みを続けてい

きたいと話す。

関西国際空港での麻しんの集団感染者から
大阪市大病院の医師ら2人が2次感染

　2016年8月に関西国際空港で麻しん（はしか）に集団感染し
た患者の1人が大阪市立大学病院を受診し、医師1名、事務職
員1名の計2名が2次感染し、看護師1名が感染疑いとなった。
　大阪市大病院は、感染が確認された医師および事務職員
と接触した可能性がある患者に対して個別に電話連絡し、発
症の有無の確認を行った。同時に、マスメディアに対して「院
内感染が起きた事実」と「大阪市立大学病院に来院した患者
で37.5度以上の発熱があり、麻しん（はしか）にかかったことが
ない人からの電話相談窓口を設ける」ことを発表した。感染
制御部の迅速な対応により、感染患者はいずれも快方に向か
い、3次感染も起きなかった。
　掛屋氏は「感染拡大防止のためには迅速な医療対応だけ
にとどまらず、マスメディアへの的確な情報発信が重要である」
と振り返る。

図1. 緑膿菌の感受性率の推移 図2. 感染症コンサルト症例の転機（2013年4月〜2015年1月末まで）
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